
○海上自衛隊管制員技能調査表規則 
  

平成 23 年４月１日  
海上自衛隊達第 13 号  

改正 平成31年４月26日 海上自衛隊達第11号〔元号を改める政令の施行に伴 

う関係海上自衛隊達の整理に関する達 42 条による改正〕 

令和２年６月 12 日 海上自衛隊達第 21 号〔第１次改正〕 

海上自衛隊管制員技能調査表規則を次のように定める。  
海上自衛隊管制員技能調査表規則  

 （目的）  

第１条 この達は、海上自衛隊管制員技能調査表（以下「技能調査表」という。）を作

成することにより、航空交通管制業務等実施規則第２条第１号の航空交通管制業務

又は同条第３号の飛行支援管制業務（自衛艦における飛行支援管制業務を除く。以

下同じ。）に従事する３等海佐以下の航空管制幹部（運航隊長等（運航隊長、航空隊

（乙）の運航班長又はこれらの者が航空管制幹部でない場合にあっては運航班の先

任の航空管制幹部並びに航空管制隊の洋上管制隊長及び教育訓練隊長をいう。第４

条及び第５条において同じ。）を除く。）及び航空管制員並びに航空管制隊の教官た

る隊員（以下「管制員」と総称する。）の航空交通管制業務、飛行支援管制業務等に

関する経歴、技能、特性等の詳細な把握を図り、もって管制員の適正かつ円滑な人

事管理に資することを目的とする。  
 （技能調査表の作成）  
第２条 技能調査表は、次の各号に掲げる部隊に所属する管制員について、当該各号に

定める者が調査責任者として作成するものとする。  
⑴ 航空交通管制業務又は飛行支援管制業務を実施する航空基地隊航空基地隊司令  

⑵ 航空隊（乙）航空隊司令  

⑶ 航空管制隊（洋上管制隊及び教育訓練隊に限る。）航空管制隊司令  

 （様式及び記入要領）  
第３条  技能調査表の様式及び記入要領は別記様式による。  
 （作成及び記入時期）  
第４条  技能調査表は、第２条の管制員が航空管制幹部又は航空管制員の特技を取得

したときに作成するものとし、その記入時期は種別ごとに次のとおりとする。 

  

種 別  記   入   時   期  

第１表  記入すべき事由が生じたとき。  

第２表  
１ ６月１日  
２ 調査責任者又は調査担当者（運航隊長等をいう。以下同じ。） 



 の補職替えのとき。  
３ 昇任、異動等のため被調査者の調査表の調査責任者若しくは調

査担当者又は保管者が異なることとなったとき。  
４ 被調査者の技能又は素質に変化が生じたことを確認したとき。  
５ 配員上特に考慮を要すると認められるとき。  

注 過去９０日以内に第２表に係る記入を行った場合には、１から３までの記入

については、省略することができる。  

２   第２表の記入については、調査担当者と被調査者との間に９０日以上の職務上の

監督関係が存する場合に行うものとする。  
３   前項に規定する９０日の計算については、それぞれ引き続き３０日を超える部外

研修、入校、教育入隊、講習、臨時勤務、臨時乗組、休暇、外国出張、休職及び停

職（職務に従事した停職の期間を除く。）の期間に含まれる日数を除算する。  
 （送付、保管及び移管）  
第５条  技能調査表は正本１部及び副本２部を作成し、正本は任命権者に送付し、副

本１部は航空管制隊司令に送付する（航空管制隊に所属する管制員の技能調査表を

除く。）とともに、副本１部（航空管制隊に所属する管制員の技能調査表あっては２

部）を当該調査責任者が保管するものとする。  
２ 被調査者の昇任、異動等のため当該被調査者の技能調査表の保管者が異なること

となった場合、当該技能調査表は、新たに保管者となるべき者に移管しなければな

らない。  
３ 技能調査表の保管者及び保存期間は、区分ごとに次のとおりとする。  

区  分  保 管 者  保   存   期   間  

正  本  任免権者  被調査者が運航隊長等に補職され、若しくは

職種を変更され、又は退職し、若しくは死亡し

た日の属する年度の翌年度の４月１日から起算

して１年。  

副  本  

所属部隊等の長  

航空管制隊司令  

１ 被調査者が運航隊長等に補職された場合

は、当該被調査者が退職し、又は死亡した

日の属する年度の翌年度の４月１日から起

算して１年  
２ 航空交通管制技能証明を有する被調査者が

職種を変更され、又は定年によらず退職し

た場合は、それらの日の属する年度の翌年

度の４月１日から起算して１０年  
３ 航空交通管制技能証明を有しない被調査 



   者が職種を変更され、又は定年によらず退職し

た場合は、それらの日の属する年度の翌年度の

４月１日から起算して１年  

  
    附 則  
 この達は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則〔元号を改める政令の施行に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の 

附則〕 

１ この達は、平成 31 年５月１日から施行する。 

２ この達の施行の日以後において、平成に係る報告、通知等を行う場合にあって

は、当該報告、通知等を行う場合に用いる様式中「令和」とあるのは、「平成」と読

み替えるものとする。 

３ この達の施行前に次の各号に掲げる規定により交付又は再交付された航空業務の

停止又は復帰に関する証明書、身分証明書、予備自衛官手帳、予備自衛官補手帳、

ボイラー検査証及び圧力容器検査証の様式については、この達による改正後の当該

様式にかかわらず、この達の施行日以後においても、なお従前の例による。 

⑴ 海上自衛隊航空身体検査実施規則第８条第１項 

⑵ 海上自衛隊における身分証明書に関する達第 5条第 1項、第 5条の２第１項、

第 6条、第 6条の２、第 9条第 2項又は第９条の２ 

⑶ 海上自衛隊陸上ボイラー及び圧力容器取扱規則第 39 条第 1項又は第 74 条第 1

項 

４ この達の施行の際、現に存するこの達による改正前の様式による用紙は、当分の

間、これを補正して使用することができる。 
附 則〔第１次改正による附則〕 

この達は、令和２年６月 12 日から施行する。 

 

  



別記様式（第３条関係）  

 
  



 
 



１  第１表記入要領  

⑴ 修業成績は、成績順位（分数）を記入する。  

    なお、航空管制隊の教育訓練隊長は、航空管制隊における課程修業成績を百分順位により記入する。  

⑵ 「部内予備試験成績等評価」欄は、実技、筆記の成績評価及び口述の得点並びに実務訓練期間中の特記事項（弱点又は強点等）に 

ついて要旨を記注する。  

（記入例）  
海上自衛隊管制員技能調査表（第１表）

認識番号：ＭＥ○○―○○○○○○Ｃ 

氏    名：制管
かんせい

 太郎航
こうたろう

  

生年月日：昭和４１年５月１日  
１ 昇任履歴                                                                    ４ 部内予備試験成績等評価  

  
 

 

２ 履修課程成績  

  
 

 

 

 

 

 

 

３ 公資格取得履歴                                   ５ 教官履歴 

 

 

 

 

階 級  ３等海曹  ２等海曹  １等海曹  海曹長  
昇任年月日  4.7.1  9.7.1  15.7.1  19.7.1  飛 行 場 管 制 

  
  

着 陸 誘 導 管 制 
  
  

進  入  管  制 
  
  

ターミナル・  

レーダー管制 
  
  

教  育  課  程  成 績  修業年月日  
航空管制員課程  ○／○     3.12. 8  
飛行管理員課程  ○／○     4. 2. 8  
飛行場管制課程  ○／１００     5. 6. 6  
レーダー管制課程  ○／１００     6. 7.29  
飛行支援管制課程  ○／１００     9. 2. 8  
      

学校等名 勤務期間 

航空管制隊 11. 3.26～14. 4. 5 

  

  

公資格（技能証明等） 取得年月日 

航空交通管制職員基礎試験合格証 3.12. 8 

航空無線通信士 3. 6. 5 

飛行場管制技能証明 6. 6.29 

着陸誘導管制技能証明 7. 7. 2 

進入管制技能証明 8. 6.30 

ターミナル・レーダー管制技能証明 8. 6.30 

  



  
２ 第２表記入要領  

⑴ 「管制業務又は支援管制業務の技能」欄は、各管制業務等の種別について、個別・具体的な定性評価を記注し、それに該当する次 

の評語を付する。  

  「特」：抜群   「甲」：人並み以上   「乙」：人並み   「丙」：人並み以下  

⑵ 「個人資格技能」欄は、保有する個人資格について、個別・具体的な定性評価を記注し、それに該当する⑴の評語を付する。  

⑶ 「安全意識、管制規律、ＴＲＭに関する意識」欄は、管制業務遂行上の安全確保及び管制規律に関する考え方、特性等並びにＴＲ 

Ｍに関する意識を記注する。  

⑷ 「英語技能」欄は、航空交通管制業務等において使用する用語及び航空管制等英語能力証明試験結果を踏まえた英語能力並びに英 

語技能を向上させるために努力している取組等について具体的に記注する。  

⑸ 「教官技能」欄は、航空管制隊教官の教育に関する技能について、個別・具体的な定性評価を記注し、それに該当する⑴の評語を 

付する。  

⑹ 「総合評価及び適任配置」欄は、将来の教育訓練及び人事管理に的確に資することができるよう具体的に記注する。特に上位の公 

資格及び個人資格取得の可能性等を付記する。  

⑺ 適任配置は、主として６月１日及び被調査者の昇任、異動等のときの調査における所見を記注する。  

⑻ 「安全意識、管制規律、ＴＲＭに関する意識」、「英語技能」及び「総合評価及び適任配置」欄の記注は必須とし、「管制業務又は

支 

援管制業務の技能」、「個人資格技能」及び「教官技能」欄については、被調査者の配置及び個人資格に応じ記注するものとする。  

⑼ 第４条の規定により、臨時に作成する場合には、本表の頭書に「臨時」（朱書）を付け加えるものとする。  

    

  

 



 
                                                   

 

 

 



 


